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440   2015年海外情勢報告

定例
報告

［2015年の海外情勢］

第４節　フィリピン共和国（Republic of the Philippines）
社会保障施策

2014年のGDP成長率は6.1％と高成長率を維持して

いる一方で、貧困率（ 1 日100円程度で暮らす人の割合）

は25.8％と所得格差は極めて大きく、公的年金制度や

公的医療保険の支払い体制も充分ではない。

１　概要…………………………………………
年金や医療保険等の社会保険制度が政府関係機関に

よって運営されているほか、障害者、高齢者、児童等を

対象とした社会福祉サービスが主に地方自治体を通じて

供給されている。社会福祉サービスの関係機関は、保健

省、社会福祉開発省、内務自治省及び各地方政府である。

２　社会保険制度………………………………
（1）年金制度

主な公的年金制度には、民間企業等で勤務する者を対

象とした年金制度と公務員を対象とした年金制度があ

る。前者は、社会保障機構（Social Security System。

以下、SSS）、後者は公務員保険機構（Government 

Service Insurance System。以下、GSIS）が運営

している。SSSは政府管轄下の機関であり、退職年金、

死亡年金、障害年金といった年金給付サービスのほか、

加入者に対し、傷病等による休業給付サービス、GSIS

と共通の労災補償プログラム、生活資金、教育資金等に

対する貸付サービスも提供している。財源は、労使双方

の 負 担 に よ る 社 会 保 険 料（Social Security/

Insurance Contributions）と投資、貸付等の資産運

用の収益から成り立っている。

表 5-4-18　年金制度

名称 SSS GSIS

根拠法 共和国法第₈₂₈₂号（Social Security Act of ₁₉₉₇, Republic Act No.₈₂₈₂）
共和国法第₈₂₉₁号（the Government Service 
Insurance System Act of ₁₉₉₇, Republic Act 
No.₈₂₉₁）

制度体系

主な公的年金制度には、民間企業等で勤務する者を対象とした年金制度と公務員を対象とした年金制度がある。前者は、
社会保障機構（Social Security System。以下、SSSとする。）、後者は公務員保険機構（Government Service Insurance 
System。以下、GSISとする。）が運営している。なお、SSS及びGSISからの疾病、妊娠及び退職の際に支払われる給付
金と年金は収入とは見なされないため、課税対象とはならない。
このほか、軍人、警察関係者等職域別に個別の年金制度が存在する。

運営主体 社会保障機構（SSS） 公務員保険機構（GSIS）

被保険者資格

₆₀歳以下の全ての民間労働者及びその使用者、月₁,₀₀₀ペソ以上の収入を
得ている家庭内使用人（メイド、運転手等）並びに月₁,₀₀₀ペソ以上の収
入を得ている自営業者（俳優、プロ･スポーツ選手、農漁業関係者等を含
む）等は、社会保険機構への加入が義務付けられている。また、①離職
した加入者、②外国で働くフィリピン人、及び③加入者の配偶者は任意
の加入（自発的加入者）となっている。

全ての公務員（国、地方）

年金受給要件
支給開始年齢 鉱山労働者は₅₅歳、それ以外は₆₀歳 ₁₅年以上政府に勤務した加入者が、₆₀歳に達

したとき
最低加入期間 ₁₂₀か月 ₁₅年
その他 － －

給付水準

給付月額は、保険料支払い期間と引退前₆₀か月の平均報酬月額により、
以下の①又は②のうちより大きい額が支給される。
① ₃₀₀ペソ＋平均報酬月額×{₀.₂＋₀.₀₂×（支払い年数－₁₀年）}
② 平均報酬月額×₀.₄
なお、最低給付額として、₁₂₀か月以上保険料を支払った者に対し月₁,₂₀₀
ペソの給付が、₂₀年以上保険料を支払った者に対し月₂,₄₀₀ペソの給付が
保障されている。なお、毎年₁₂月には第₁₃月の年金として₁月分多く支給
される。
また、最低年金受給者が₂₁歳未満で未婚の就労していない子供を扶養し
ている場合には、子供₅人までを限度とし、₁人当たり年金（月）額の
₁₀％（最低額月₂₅₀ペソ）が給付される。

₀.₀₂₅×（平均報酬月額＋₇₀₀ペソ）×勤務年
数（ただし、この計算による額が平均報酬月
額の₉₀％を超えるときは、平均報酬月額の
₉₀％を給付月額とする。）
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［東南アジア地域にみる厚生労働施策の概要と最近の動向（フィリピン）］

第5章

繰上（早期）支給制度
加入者のうち保険料を₁₂₀か月以上支払っていない退職者については、使
用者と被保険者自身が支払った保険料及びその利息分の合計と同額の一
括給付金が支給される。

－

年金受給中の就労 － －

財源

保険料 被用者₁₁.₀%（事業主₇.₃₇%、労働者₃.₆₃%）
標準報酬月額の₂₁％と定められており、労使
の負担比率は、それぞれ使用者₁₂％、労働者
₉％

国庫負担
財源は、労使双方の負担による社会保険料（Social Security/Insurance 
Contributions）と投資、貸付等の資産運用の収益から成り立っており、
税金の投入等国庫からの支出はない。

－

その他の給付
（ 障 害、 遺 族
等）

障害年金

主として身体の障害のため日常生活に支障を来す者に対し給付されるも
のである。
給付対象者は、SSSの加入者のうち、障害発生時点までに₃₆か月以上保
険料を支払っていた者で、主として治癒見込みのない身体障害を有する
者である。重度の場合（permanent total disability）は、生涯年金となり、
軽度の場合（permanent partial disability）はその程度により支給年数が
決まる。なお、₃₆か月以上の支払いという要件を満たしていない者につ
いては、一括給付がなされる。本人が就労した場合や障害から回復した
場合、給付は停止される。給付月額は、以下のとおり保険料支払期間に
より決定し、①保険料支払期間が₁₀年未満の場合₁,₀₀₀ペソ以上②₁₀年以
上₂₀年未満の場合₁,₂₀₀ペソ以上③₂₀年以上の場合₂,₄₀₀ペソ以上である。
また、障害年金受給者が₂₁歳未満で未婚の就労していない子供を扶養し
ている場合には、更に、₅人までを限度とし、₁人当たり年金（月）額の
₁₀％（最低額月₂₅₀ペソ）が給付される。

主として身体の障害のため日常生活に支障を
来す者に対し給付されるものである。₁₅年以
上勤務した加入者と₁₅年未満の加入者それぞ
れに対し、給付制度が存在する。

遺族年金

₃₆か月以上保険料を支払った加入者が年金受給開始前に死亡した場合、
死亡した加入者の親族が給付を受ける。対象は、配偶者（ただし、再婚
した場合はこの限りでない。）又は₂₁歳未満の未婚の子供である。該当者
が存在しない場合、加入者の両親などが給付の対象となるが、この場合、
₆₀ヶ月以内の給付となる。
給付月額は、保険料支払期間により決定し、①保険料支払期間が₁₀年未
満の場合₁,₀₀₀ペソ②₁₀年以上₂₀年未満の場合₁,₂₀₀ペソ③₂₀年以上の場
合₂,₄₀₀ペソである。
また、死亡した加入者が、死亡時点で₂₁歳未満であり未婚の就労してい
ない子供を扶養していた場合には、更に、₅人までを限度とし、₁人当た
り年金（月）額の₁₀％（最低額月₂₅₀ペソ）が給付される。

死亡した加入者の親族が給付を受けられるも
のである。対象は、₁₅年以上勤務した加入者
の配偶者（ただし、再婚した場合はこの限り
でない）又は₁₈歳未満の未婚の子供で、給付
月額は、配偶者に対し加入者の死亡時の平均
報酬月額の₅₀％が、子供には ₅人までを限度
として、₁人当たり同₁₀％が給付される。

退職年金

₁₂₀か月以上保険料を支払った加入者が₆₀歳以上で退職又は就労を続け
ながら₆₅歳に達した場合、本人に対して給付が行われる。
給付額は、保険料納付期間と標準報酬月額に応じて異なり、以下のいず
れか高いほうの金額が給付される。
①　₃₀₀ペソ＋標準報酬月額の₂₀％＋{標準報酬月額×₂％×（保険料納付
月数-₁₀）}
②　標準報酬月額の₄₀％

－

出産休暇手当
₃か月以上の保険料を支払った加入者が出産した場合、本人に対して給付
が行われる。
給付額は、標準報酬日額（標準報酬月額の₁/₃₀）と等しい額が自然分娩
の場合は₆₀日、帝王切開の場合は₇₈日分支給される。

－

実績

受給者数
加入者数は、₂₀₁₅年₆月現在、使用者₉₂₀,₇₅₃人、被用者₂₃,₈₉₀,₅₃₆人、
自営業者₄,₅₂₈,₀₂₈人、自発的加入者₄,₅₂₈,₀₂₈人（使用者をのぞいた加入
者総計は₃₂,₉₀₉,₃₉₇人）である。

₂₀₁₂年₆月現在、₁,₃₉₀,₈₆₀人である。

支給総額 約₉₁₄億ペソ（₂₀₁₃年） 約₈₃₃億ペソ（₂₀₁₄年）

基金運用状況 ₂₀₁₃年の総収入約₁,₂₈₁億ペソに対し、総支出約₉₁₉億ペソと黒字となっ
ている。

₂₀₁₄年の総収入は約₂,₃₁₁億ペソと、総支出
約₉₀₈億ペソを大きく上回って黒字である。
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（2）医療保険制度

1995年 2 月、前述のSSS、GSIS両制度のうち医療保

険部分（メディケイド）を統合し設立された。公的医療

保険制度を運営しているのは、フィリピン健康保険公社

（Philippine Health Insurance Corporation：

PHIC。以下、「フィルヘルス」という。）であり、一元

的 に 国 民 健 康 保 険 プ ロ グ ラ ム（National Health 

Insurance Program、以下「NHIP」）を実施し、全国

民を公的医療保険でカバーすることを目指している。

フィルヘルスもSSSやGSIS同様、政府管轄下の機関と

なっている。

財源は、労使双方の負担による社会保険料、投資活動

による資産運用に加え、公的支出（保健省及び地方自治

体）から成り立っている。また、2012年に成立したSin 

Tax Lawによる酒・たばこ税の税率の改定により増加

した税収の一部も貧困層のNHIPの保険料にあてられて

いる。

給付は現物給付方式であり、医療費のうち、傷病の程

度や医療施設のレベルに基づいて定められた一定額が、

フィルヘルスより医師又は病院に償還払いされ、同額を

超える部分については患者の自己負担となる。2011年 9

月からはケース払い方式が導入され、特定の疾病や特定

の手術・治療に対しては、入院室料・給食費、医薬品費、

医療材料費、医師の技術料も含め、予め定められた一定

の金額（ケースレート）がフィルヘルスから償還されて

いる。

表 5-4-19　SSS保険料テーブル（2014年１月～）
（月額、ペソ）

報酬月額 標準報酬月額
被用者 自営業者等

社会保障費用 労災補償 保険料負担総額 保険料
負担総額事業主負担 本人負担 総額 事業主負担 事業主負担 本人負担 総額

₁,₀₀₀ － ₁,₂₅₀ ₁,₀₀₀ ₇₃.₇₀ ₃₆.₃₀ ₁₁₀.₀₀ ₁₀ ₈₃.₇₀ ₃₆.₃₀ ₁₂₀.₀₀ ₁₁₀.₀₀
₁,₂₅₀ － ₁,₇₅₀ ₁,₅₀₀ ₁₁₀.₅₀ ₅₄.₅₀ ₁₆₅.₀₀ ₁₀ ₁₂₀.₅₀ ₅₄.₅₀ ₁₇₅.₀₀ ₁₆₅.₀₀
₁,₇₅₀ － ₂,₂₅₀ ₂,₀₀₀ ₁₄₇.₃₀ ₇₂.₇₀ ₂₂₀.₀₀ ₁₀ ₁₅₇.₃₀ ₇₂.₇₀ ₂₃₀.₀₀ ₂₂₀.₀₀
₂,₂₅₀ － ₂,₇₅₀ ₂,₅₀₀ ₁₈₄.₂₀ ₉₀.₈₀ ₂₇₅.₀₀ ₁₀ ₁₉₄.₂₀ ₉₀.₈₀ ₂₈₅.₀₀ ₂₇₅.₀₀
₂,₇₅₀ － ₃,₂₅₀ ₃,₀₀₀ ₂₂₁.₀₀ ₁₀₉.₀₀ ₃₃₀.₀₀ ₁₀ ₂₃₁.₀₀ ₁₀₉.₀₀ ₃₄₀.₀₀ ₃₃₀.₀₀
₃,₂₅₀ － ₃,₇₅₀ ₃,₅₀₀ ₂₅₇.₈₀ ₁₂₇.₂₀ ₃₈₅.₀₀ ₁₀ ₂₆₇.₈₀ ₁₂₇.₂₀ ₃₉₅.₀₀ ₃₈₅.₀₀
₃,₇₅₀ － ₄,₂₅₀ ₄,₀₀₀ ₂₉₄.₇₀ ₁₄₅.₃₀ ₄₄₀.₀₀ ₁₀ ₃₀₄.₇₀ ₁₄₅.₃₀ ₄₅₀.₀₀ ₄₄₀.₀₀
₄,₂₅₀ － ₄,₇₅₀ ₄,₅₀₀ ₃₃₁.₅₀ ₁₆₃.₅₀ ₄₉₅.₀₀ ₁₀ ₃₄₁.₅₀ ₁₆₃.₅₀ ₅₀₅.₀₀ ₄₉₅.₀₀
₄,₇₅₀ － ₅,₂₅₀ ₅,₀₀₀ ₃₆₈.₃₀ ₁₈₁.₇₀ ₅₅₀.₀₀ ₁₀ ₃₇₈.₃₀ ₁₈₁.₇₀ ₅₆₀.₀₀ ₅₅₀.₀₀
₅,₂₅₀ － ₅,₇₅₀ ₅,₅₀₀ ₄₀₅.₂₀ ₁₉₉.₈₀ ₆₀₅.₀₀ ₁₀ ₄₁₅.₂₀ ₁₉₉.₈₀ ₆₁₅.₀₀ ₆₀₅.₀₀
₅,₇₅₀ － ₆,₂₅₀ ₆,₀₀₀ ₄₄₂.₀₀ ₂₁₈.₀₀ ₆₆₀.₀₀ ₁₀ ₄₅₂.₀₀ ₂₁₈.₀₀ ₆₇₀.₀₀ ₆₆₀.₀₀
₆,₂₅₀ － ₆,₇₅₀ ₆,₅₀₀ ₄₇₈.₈₀ ₂₃₆.₂₀ ₇₁₅.₀₀ ₁₀ ₄₈₈.₈₀ ₂₃₆.₂₀ ₇₂₅.₀₀ ₇₁₅.₀₀
₆,₇₅₀ － ₇,₂₅₀ ₇,₀₀₀ ₅₁₅.₇₀ ₂₅₄.₃₀ ₇₇₀.₀₀ ₁₀ ₅₂₅.₇₀ ₂₅₄.₃₀ ₇₈₀.₀₀ ₇₇₀.₀₀
₇,₂₅₀ － ₇,₇₅₀ ₇,₅₀₀ ₅₅₂.₅₀ ₂₇₂.₅₀ ₈₂₅.₀₀ ₁₀ ₅₆₂.₅₀ ₂₇₂.₅₀ ₈₃₅.₀₀ ₈₂₅.₀₀
₇,₇₅₀ － ₈,₂₅₀ ₈,₀₀₀ ₅₈₉.₃₀ ₂₉₀.₇₀ ₈₈₀.₀₀ ₁₀ ₅₉₉.₃₀ ₂₉₀.₇₀ ₈₉₀.₀₀ ₈₈₀.₀₀
₈,₂₅₀ － ₈,₇₅₀ ₈,₅₀₀ ₆₂₆.₂₀ ₃₀₈.₈₀ ₉₃₅.₀₀ ₁₀ ₆₃₆.₂₀ ₃₀₈.₈₀ ₉₄₅.₀₀ ₉₃₅.₀₀
₈,₇₅₀ － ₉,₂₅₀ ₉,₀₀₀ ₆₆₃.₀₀ ₃₂₇.₀₀ ₉₉₀.₀₀ ₁₀ ₆₇₃.₀₀ ₃₂₇.₀₀ ₁,₀₀₀.₀₀ ₉₉₀.₀₀
₉,₂₅₀ － ₉,₇₅₀ ₉,₅₀₀ ₆₉₉.₈₀ ₃₄₅.₂₀ ₁,₀₄₅.₀₀ ₁₀ ₇₀₉.₈₀ ₃₄₅.₂₀ ₁,₀₅₅.₀₀ ₁,₀₄₅.₀₀
₉,₇₅₀ － ₁₀,₂₅₀ ₁₀,₀₀₀ ₇₃₆.₇₀ ₃₆₃.₃₀ ₁,₁₀₀.₀₀ ₁₀ ₇₄₆.₇₀ ₃₆₃.₃₀ ₁,₁₁₀.₀₀ ₁,₁₀₀.₀₀
₁₀,₂₅₀ － ₁₀,₇₅₀ ₁₀,₅₀₀ ₇₇₃.₅₀ ₃₈₁.₅₀ ₁,₁₅₅.₀₀ ₁₀ ₇₈₃.₅₀ ₃₈₁.₅₀ ₁,₁₆₅.₀₀ ₁,₁₅₅.₀₀
₁₀,₇₅₀ － ₁₁,₂₅₀ ₁₁,₀₀₀ ₈₁₀.₃₀ ₃₉₉.₇₀ ₁,₂₁₀.₀₀ ₁₀ ₈₂₀.₃₀ ₃₉₉.₇₀ ₁,₂₂₀.₀₀ ₁,₂₁₀.₀₀
₁₁,₂₅₀ － ₁₁,₇₅₀ ₁₁,₅₀₀ ₈₄₇.₂₀ ₄₁₇.₈₀ ₁,₂₆₅.₀₀ ₁₀ ₈₅₇.₂₀ ₄₁₇.₈₀ ₁,₂₇₅.₀₀ ₁,₂₆₅.₀₀
₁₁,₇₅₀ － ₁₂,₂₅₀ ₁₂,₀₀₀ ₈₈₄.₀₀ ₄₃₆.₀₀ ₁,₃₂₀.₀₀ ₁₀ ₈₉₄.₀₀ ₄₃₆.₀₀ ₁,₃₃₀.₀₀ ₁,₃₂₀.₀₀
₁₂,₂₅₀ － ₁₂,₇₅₀ ₁₂,₅₀₀ ₉₂₀.₈₀ ₄₅₄.₂₀ ₁,₃₇₅.₀₀ ₁₀ ₉₃₀.₈₀ ₄₅₄.₂₀ ₁,₃₈₅.₀₀ ₁,₃₇₅.₀₀
₁₂,₇₅₀ － ₁₃,₂₅₀ ₁₃,₀₀₀ ₉₅₇.₇₀ ₄₇₂.₃₀ ₁,₄₃₀.₀₀ ₁₀ ₉₆₇.₇₀ ₄₇₂.₃₀ ₁,₄₄₀.₀₀ ₁,₄₃₀.₀₀
₁₃,₂₅₀ － ₁₃,₇₅₀ ₁₃,₅₀₀ ₉₉₄.₅₀ ₄₉₀.₅₀ ₁,₄₈₅.₀₀ ₁₀ ₁,₀₀₄.₅₀ ₄₉₀.₅₀ ₁,₄₉₅.₀₀ ₁,₄₈₅.₀₀
₁₃,₇₅₀ － ₁₄,₂₅₀ ₁₄,₀₀₀ ₁,₀₃₁.₃₀ ₅₀₈.₇₀ ₁,₅₄₀.₀₀ ₁₀ ₁,₀₄₁.₃₀ ₅₀₈.₇₀ ₁,₅₅₀.₀₀ ₁,₅₄₀.₀₀
₁₄,₂₅₀ － ₁₄,₇₅₀ ₁₄,₅₀₀ ₁,₀₆₈.₂₀ ₅₂₆.₈₀ ₁,₅₉₅.₀₀ ₁₀ ₁,₀₇₈.₂₀ ₅₂₆.₈₀ ₁,₆₀₅.₀₀ ₁,₅₉₅.₀₀
₁₄,₇₅₀ － ₁₅,₂₅₀ ₁₅,₀₀₀ ₁,₁₀₅.₀₀ ₅₄₅.₀₀ ₁,₆₅₀.₀₀ ₃₀ ₁,₁₃₅.₀₀ ₅₄₅.₀₀ ₁,₆₈₀.₀₀ ₁,₆₅₀.₀₀
₁₅,₂₅₀ － ₁₅,₇₅₀ ₁₅,₅₀₀ ₁,₁₄₁.₈₀ ₅₆₃.₂₀ ₁,₇₀₅.₀₀ ₃₀ ₁,₁₇₁.₈₀ ₅₆₃.₂₀ ₁,₇₃₅.₀₀ ₁,₇₀₅.₀₀
₁₅,₇₅₀以上 ₁₆,₀₀₀ ₁,₁₇₈.₇₀ ₅₈₁.₃₀ ₁,₇₆₀.₀₀ ₃₀ ₁,₂₀₈.₇₀ ₅₈₁.₃₀ ₁,₇₉₀.₀₀ ₁,₇₆₀.₀₀

資料出所: 社会保障機構（SSS）
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［東南アジア地域にみる厚生労働施策の概要と最近の動向（フィリピン）］

第5章

表 5-4-20　医療制度

概要
フィリピン健康保険公社（フィルヘルス）により全国規模の公的医療保険が運営されており、フィリピン政府はすべての
国民をフィルヘルスの被保険者とすることを目指している。公的医療機関及び民間医療機関（フィルヘルスの指定医療機
関のみ）ともフィルヘルスが提供する公的医療保険の対象であるが、フィルヘルスの診療報酬は医療機関が患者に請求す
る価格のすべてをカバーするものではない。また、フィルヘルスの給付は入院給付が中心となっている。

名称 フィルヘルス（Philhealth）
根拠法 共和国法第₇₈₇₅号（National Health Insurance Act of ₁₉₉₅, Republic Act No.₇₈₇₅）
運営主体 フィリピン健康保険公社（Philippine Health Insurance Corporation：PHIC）
被保険者資格 全国民
給付対象 本人及びその被扶養者（配偶者、就業しておらず未婚の₂₁歳未満の子ども、保険未加入の₆₀歳以上の親）

給付の種類
入院給付（包括払い：ケースレート、出来高払い）
高額療養費制度
外来給付

本人負担割合等 包括払いが規定されている疾患の入院給付に関しては、規定額を超えた部分に関して自己負担となる。また、包括払いの
対象とならない場合には、各医療行為毎の規定額を超えた部分に関して自己負担となる。

財源
保険料 保険料は収入の₂.₅%（労使折半）となっている。
政府負担 先住民族の保険料は政府負担、低所得者の保険料は地方自治体等が負担している。

実績
加入者数 ₈,₆₂₂万人（うち被保険者₃,₆₄₀万人、被扶養者₄,₉₈₁万人）（₂₀₁₄年）
支払総額 ₇₈₁億ペソ（₂₀₁₄年）

表 5-4-21　フィルヘルス保険料テーブル（2014年12月）
（月額、ペソ）

報酬月額 標準報酬月額 保険負担総額
本人負担 事業主負担

₁ ₈,₉₉₉.₉₉以下 ₈,₀₀₀.₀₀ ₂₀₀.₀₀ ₁₀₀.₀₀ ₁₀₀.₀₀
₂ ₉,₀₀₀.₀₀－₉,₉₉₉.₉₉ ₉,₀₀₀.₀₀ ₂₂₅.₀₀ ₁₁₂.₅₀ ₁₁₂.₅₀
₃ ₁₀,₀₀₀.₀₀－₁₀,₉₉₉.₉₉ ₁₀,₀₀₀.₀₀ ₂₅₀.₀₀ ₁₂₅.₀₀ ₁₂₅.₀₀
₄ ₁₁,₀₀₀.₀₀－₁₁,₉₉₉.₉₉ ₁₁,₀₀₀.₀₀ ₂₇₅.₀₀ ₁₃₇.₅₀ ₁₃₇.₅₀
₅ ₁₂,₀₀₀.₀₀－₁₂,₉₉₉.₉₉ ₁₂,₀₀₀.₀₀ ₃₀₀.₀₀ ₁₅₀.₀₀ ₁₅₀.₀₀
₆ ₁₃,₀₀₀.₀₀－₁₃,₉₉₉.₉₉ ₁₃,₀₀₀.₀₀ ₃₂₅.₀₀ ₁₆₂.₅₀ ₁₆₂.₅₀
₇ ₁₄,₀₀₀.₀₀－₁₄,₉₉₉.₉₉ ₁₄,₀₀₀.₀₀ ₃₅₀.₀₀ ₁₇₅.₀₀ ₁₇₅.₀₀
₈ ₁₅,₀₀₀.₀₀－₁₅,₉₉₉.₉₉ ₁₅,₀₀₀.₀₀ ₃₇₅.₀₀ ₁₈₇.₅₀ ₁₈₇.₅₀
₉ ₁₆,₀₀₀.₀₀－₁₆,₉₉₉.₉₉ ₁₆,₀₀₀.₀₀ ₄₀₀.₀₀ ₂₀₀.₀₀ ₂₀₀.₀₀
₁₀ ₁₇,₀₀₀.₀₀－₁₇,₉₉₉.₉₉ ₁₇,₀₀₀.₀₀ ₄₂₅.₀₀ ₂₁₂.₅₀ ₂₁₂.₅₀
₁₁ ₁₈,₀₀₀.₀₀－₁₈,₉₉₉.₉₉ ₁₈,₀₀₀.₀₀ ₄₅₀.₀₀ ₂₂₅.₀₀ ₂₂₅.₀₀
₁₂ ₁₉,₀₀₀.₀₀－₁₉,₉₉₉.₉₉ ₁₉,₀₀₀.₀₀ ₄₇₅.₀₀ ₂₃₇.₅₀ ₂₃₇.₅₀
₁₃ ₂₀,₀₀₀.₀₀－₂₀,₉₉₉.₉₉ ₂₀,₀₀₀.₀₀ ₅₀₀.₀₀ ₂₅₀.₀₀ ₂₅₀.₀₀
₁₄ ₂₁,₀₀₀.₀₀－₂₁,₉₉₉.₉₉ ₂₁,₀₀₀.₀₀ ₅₂₅.₀₀ ₂₆₂.₅₀ ₂₆₂.₅₀
₁₅ ₂₂,₀₀₀.₀₀－₂₂,₉₉₉.₉₉ ₂₂,₀₀₀.₀₀ ₅₅₀.₀₀ ₂₇₅.₀₀ ₂₇₅.₀₀
₁₆ ₂₃,₀₀₀.₀₀－₂₃,₉₉₉.₉₉ ₂₃,₀₀₀.₀₀ ₅₇₅.₀₀ ₂₈₇.₅₀ ₂₈₇.₅₀
₁₇ ₂₄,₀₀₀.₀₀－₂₄,₉₉₉.₉₉ ₂₄,₀₀₀.₀₀ ₆₀₀.₀₀ ₃₀₀.₀₀ ₃₀₀.₀₀
₁₈ ₂₅,₀₀₀.₀₀－₂₅,₉₉₉.₉₉ ₂₅,₀₀₀.₀₀ ₆₂₅.₀₀ ₃₁₂.₅₀ ₃₁₂.₅₀
₁₉ ₂₆,₀₀₀.₀₀－₂₆,₉₉₉.₉₉ ₂₆,₀₀₀.₀₀ ₆₅₀.₀₀ ₃₂₅.₀₀ ₃₂₅.₀₀
₂₀ ₂₇,₀₀₀.₀₀－₂₇,₉₉₉.₉₉ ₂₇,₀₀₀.₀₀ ₆₇₅.₀₀ ₃₃₇.₅₀ ₃₃₇.₅₀
₂₁ ₂₈,₀₀₀.₀₀－₂₈,₉₉₉.₉₉ ₂₈,₀₀₀.₀₀ ₇₀₀.₀₀ ₃₅₀.₀₀ ₃₅₀.₀₀
₂₂ ₂₉,₀₀₀.₀₀－₂₉,₉₉₉.₉₉ ₂₉,₀₀₀.₀₀ ₇₂₅.₀₀ ₃₆₂.₅₀ ₃₆₂.₅₀
₂₃ ₃₀,₀₀₀.₀₀－₃₀,₉₉₉.₉₉ ₃₀,₀₀₀.₀₀ ₇₅₀.₀₀ ₃₇₅.₀₀ ₃₇₅.₀₀
₂₄ ₃₁,₀₀₀.₀₀－₃₁,₉₉₉.₉₉ ₃₁,₀₀₀.₀₀ ₇₇₅.₀₀ ₃₈₇.₅₀ ₃₈₇.₅₀
₂₅ ₃₂,₀₀₀.₀₀－₃₂,₉₉₉.₉₉ ₃₂,₀₀₀.₀₀ ₈₀₀.₀₀ ₄₀₀.₀₀ ₄₀₀.₀₀
₂₆ ₃₃,₀₀₀.₀₀－₃₃,₉₉₉.₉₉ ₃₃,₀₀₀.₀₀ ₈₂₅.₀₀ ₄₁₂.₅₀ ₄₁₂.₅₀
₂₇ ₃₄,₀₀₀.₀₀－₃₄,₉₉₉.₉₉ ₃₄,₀₀₀.₀₀ ₈₅₀.₀₀ ₄₂₅.₀₀ ₄₂₅.₀₀
₂₈ ₃₅,₀₀₀.₀₀以上 ₃₅,₀₀₀.₀₀ ₈₇₅.₀₀ ₄₃₇.₅₀ ₄₃₇.₅₀

資料出所：フィリピン健康保険公社（PHIC）
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［2015年の海外情勢］

３　公衆衛生施策
（1）現状

イ　保健指標

平 均 寿 命、 妊 産 婦 死 亡 率（Maternal Mortality 

Ratio）、乳児死亡率（Infant Mortality Rate）及び 5

歳児未満死亡率（Under-5 Mortality Rate）はいずれ

も、改善傾向にあるとはいえ、ASEAN近隣諸国と比較

しても状況は悪い。

表 5-4-22　ASEAN 諸国の保健指標比較

平均寿命 妊産婦死亡率
（十万出生対）

乳児死亡率
（千出生対）

₅歳未満児死亡率
（千出生対）

₁₉₉₀ ₂₀₁₃ ₁₉₉₀ ₂₀₀₀ ₂₀₁₃ ₁₉₉₀ ₂₀₀₀ ₂₀₁₃ ₁₉₉₀ ₂₀₀₀ ₂₀₁₃
マレーシア ₇₁ ₇₄ ₅₆ ₄₀ ₂₉ ₁₄ ₉ ₇ ₁₇ ₁₀ ₉
タイ ₆₈ ₇₅ ₄₂ ₄₀ ₂₆ ₃₀ ₁₉ ₁₁ ₃₇ ₂₃ ₁₃
フィリピン ₆₅ ₆₉ ₁₁₀ ₁₂₀ ₁₂₀ ₄₁ ₃₀ ₂₄ ₅₉ ₄₀ ₃₀
インドネシア ₆₅ ₇₁ ₄₃₀ ₃₁₀ ₁₉₀ ₆₂ ₄₁ ₂₅ ₈₄ ₅₂ ₂₉
ベトナム ₆₅ ₇₆ ₁₄₀ ₈₂ ₄₉ ₃₇ ₂₇ ₁₉ ₅₁ ₃₅ ₂₄
日本 ₇₉ ₈₄ ₁₄ ₁₀ ₆ ₅ ₃ ₂ ₆ ₅ ₃

（資料出所）　WHO “World Health Statistics ₂₀₁₅”

ロ　死因

結核などの感染症がいまだ問題となっている一方で、

生活習慣病による死亡率も高い。

表 5-4-23　10大死因

死亡原因（人口₁₀万対）
₂₀₁₀年 日本（₂₀₁₄年度）

₁． 心疾患 ₁₀₂.₉ ₁₉₆.₉（₂位）
₂． 血管系疾患 ₆₈.₆ ₁₁₄.₂（₄位）
₃． 悪性新生物 ₄₉.₈ ₃₆₈.₁（₁位）
₄． 肺炎 ₄₅.₆ ₁₁₉.₇（₃位）
₅． 不慮の事故 ₃₆.₃ ₃₉.₀（₆位）
₆． 結核 ₂₄.₇ －
₇． 慢性肺疾患 ₂₂.₉ ₁₆.₁（₁₀位）
₈． 糖尿病 ₂₁.₅ －
₉． 腎不全 ₁₄.₀ ₂₄.₈（₇位）
₁₀．周産期に発生した病態 ₁₂.₁ －

資料出所： 「₂₀₁₄ Philippine Statistical Yearbook」及び「平成₂₆年厚生
労働省人口動態調査」より作成

ハ　ミレニアム開発目標（MDGs）1の達成状況

マラリア及びその他の主要な疾病の発生を2015年まで

に食い止め、その後発生率を減少させる等の目標を設定

している。

表 5-4-24　ミレニアム開発目標達成状況（抜粋）

目標₄（乳幼児死亡率の削減）
（₂₀₁₅年までに₅歳未満児の死亡率を₁₉₉₀年の水準の₃分の₁に削減する。）

当初
（開始年）

目標
（目標年）

進捗
（時点）

₅歳未満児の死亡率 ₈₀.₀ ₂₇.₀ ₃₁.₀
指標₄.₁ （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）
乳幼児死亡率 ₅₇.₀ ₁₉.₀ ₂₃.₀
指標₄.₂ （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）
はしかの予防接種を受けた₁歳児の割合 ₇₇.₉ ₁₀₀.₀ ₉₁.₀
指標₄.₃ （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）

資料出所： “Statistics at a glance of the Philippines' Progress based on 
the MDG indicators”

目標₆（HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止）
（マラリア及びその他の主要な疾病の発生を₂₀₁₅年までに食い止め、そ
の後発生率を減少させる。）

当初
（開始年）

目標
（目標年）

進捗
（時点）

マラリア 有病率 ₁₁₈.₇ ₀.₀ ₇.₉
指標₆.₆a （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）
死亡率 ₁.₄ ₀.₀ ₀.₀₁
指標₆.₆b （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）

結核 有病率 ₂₄₆.₀ ₀.₀ ₄₆₁.₀
指標₆.₈a （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）
死亡率 ₃₉.₁ ₀.₀ ₂₄.₀
指標₆.₈b （₁₉₉₀） （₂₀₁₅） （₂₀₁₃）

資料出所： “Statistics at a glance of the Philippines' Progress based on 
the MDG indicators”

ニ　人口上昇及び抑制施策

国 勢 調 査 に よ る2010年 5 月 1 日 現 在 の 人 口 は

92,337,852人（国家統計局発表2）で、人口増加率は、1.90％

（2000年から2010年）と、人口増加傾向はやや減速して

きたがASEAN地域においても人口増加率の高い国の一

つとなっている。2015年約 1 億297万人と推計されてい

る3。

急激な人口増加に対処する為、2012年末に緊急法案に

され、議会の承認及び大統領の署名を経て成立した「親

　　　
■1）	 ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）は、2000年 9 月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットで採択

された国連ミレニアム宣言を基にまとめられた目標で、開発分野における国際社会共通の目標であり、極度の貧困と飢餓の撲滅など、2015年まで
に達成すべき 8 つの目標を掲げている。詳細はhttp://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.htmlを参照。

■2）	 2014　Philippine Statistical Yearbook
■3）	 出典National Statistical Coordination Boardのウェブ
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としての責任とリプロダクティブ・ヘルスに関する法律

（Responsible Parenthood and Reproductive 

Health Act of 2012）」が2013年 1 月に施行、 3 月に施

行細則が制定されたものの、同 3 月に最高裁判所より本

法律の合憲性を検討するために120日間の執行停止命令

が下された。その後、2014年 4 月に最高裁判所から施行

の承認がなされた。同法律は避妊の選択肢の保障、母体

の保護等を定めており、順次法律に基づいた施策が導入

されている。

（2）保健サービスの内容・組織・財源

イ　行政組織等

保健医療については保健省を中心に、福祉問題につい

ては社会福祉開発省を中心に、ごみ問題等の環境衛生に

ついては環境･天然資源省を中心に、各関係政府機関が

取り組んでいる。

保健省は、本省及びその下に17の地域事務所を設置し

ている。地方行政機関としては、全国79の各州に州政府

保健局が設けられている。また、全国の113の市･1,496

の町には、それぞれ市･町保健事務所が設けられるとと

もに、医師、保健師･看護師、検査技師等が常勤する保

健所（Rural Health Unit：RHU）が全国約2,266か所

（2005年4）設置されている。

また、全国のバランガイ5には、助産師（midwife）

等が常駐しているバランガイ保健支所（Barangay 

Health Station：BHS）が2011年現在18,396か所設置

されており、1995年から1.5倍近くに増えている6。バラ

ンガイ保健支所において、分娩介助、家族計画教育、避

妊薬･避妊具の配布、母子保健教育、乳幼児検診、予防

接種、結核治療、栄養失調児へのビタミン剤支給等の簡

単な治療や保健指導が行われている。

保健省の予算は増加傾向にあり2015年度予算は869.7

億ペソである。

なお、ミンダナオ･ムスリム自治地域（ARMM）につ

いては、同自治区政府の保健省（ARMM-DOH）が中

央政府から独立して保健医療行政を行っている。

2011年の医療費は、約 4 割程度が公費によりまかなわ

れている7とともに、GDPの4.4％を占めている8。

表 5-4-25　医療費の財源割合（2011年）
（%）

機関等 割合
政府 ₂₇.₀

中央政府 ₁₂.₃
地方政府 ₁₄.₇

社会保険 ₉.₁
健康保険 ₉.₁

私費 ₆₃.₁
個人支出 ₅₂.₇
民間保険 ₁.₇
健康維持機構（HMOs） ₅.₇
使用者 ₂.₂
私立学校 ₀.₉

その他 ₀.₈
合計 ₁₀₀.₀

資料出所：「₂₀₁₃ Philippine statistical yearbook」より作成

ロ　施設

保健医療提供施設は、運営主体によって、大きく公的

機関、民間機関に分類される。民間保健医療機関には、

病院（912施設50,742床（2013年）9）と診療所がある。

公的病院は2013年には542施設約46,054床10である。なお、

公私立合わせて人口 1 万人当たりの病床数は2010年現

在、12.2床11である。（2014年現在、日本の病院病床数は

人口 1 万人当たりにすると123.40床である12。）

その他、公立の施設として、市町村の保健所（RHU）

及びバランガイ保健支所は前述のとおり、それぞれ2,266

施設（2005年現在）及び18,396施設（2011年現在）整備

されており、一定の医療行為を行っている。

　　　
■4）	 「2014 Philippine statistical yearbook」による。
■5）	 フィリピンにおける最小行政単位で、全国に約 4 万2,000か所あり、ひとつの人口数千人程度。日本の町内会に相当する規模であるが、自治体とし

ての機能を有し、首長は公選制であり議会も有する。
■6）	 「2014 Philippine statistical yearbook」による。
■7）	 「2013 Philippine statistical yearbook」による。
■8）	 WHO「World Health Statistics 2015」による。
■9）	 「2014 Philippine statistical yearbook」による。
■10）	「2014 Philippine statistical yearbook」による。
■11）	「2014 Philippine statistical yearbook」による。
■12）	 厚生労働省平成26年医療施設調査による。
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保健省が直接管理しているのは、全国の主要都市に存

在する72か所の国立病院（National Hospital, Retained 

Hospital）であり、州立病院（Provincial Hospital）及

び地区病院（District Hospital）については、人件費、

医薬品を含む消耗品の購入費及び施設の維持管理費を含

め州政府が管理している。

また、原則として、保健所（RHU）については町が、

バランガイ保健支所（BHS）については町又はバラン

ガイが、それぞれ管理しており、地域住民に対するより

基礎的な保健医療サービスの提供については、各自治体

が責任を負っている構造となっている。

ハ　医療従事者

公的部門に所属する主な医療従事者の人数は、2011年

時点で医師2,944人、歯科医師1,912人、看護師5,294人、

助産師 1 万7,514人となっている。WHOの統計によると

2004年時点で医師93,862人（人口千人当たり1.14人）、看

護師352,398人（人口千人当たり4.26人）であり、日本の

半分ほどしか居ない。なお、年間の国家試験合格者数

（2010年）は、医師2,218人、歯科医師493人、看護師

67,390人、となっている。

また、これらの従事者のほか、バランガイ･ヘルス･ワー

カー（BHW）と呼ばれるボランティア職員が存在して

おり、施設にもよるが各村落に数名程度勤務している。

これら医療従事者のうち、医師、看護師については、地

域偏在により地方におけるマンパワー不足が指摘されて

いる。

昨今、看護師（医師が看護師の資格を取り直す場合も

含む）の海外流出が問題となっている。フィリピン海外

雇用庁（POEA）によると、毎年約15,000人の医療従事

者が海外へ流出しており、2013年の時点で約 7 万人の

フィリピン人看護師が60か国で就労している。看護師を

含めた医療従事者の海外流出により国内（特に地方部）

での人材不足が進み、保健医療システムを維持する上で

の大きな問題となっている。

４　社会福祉施策………………………………
（1）概観

主に社会福祉開発省が貧困の解消を政策目標として掲

げ、最貧困層の国民の生活環境、生活の質の向上を図る

種々の施策を行っている。

1992年以降の地方分権化により、直接の事業実施主体

は各地方公共団体（Local Government Unit：LGU）

が担うこととなり、社会福祉開発省は16の地域事務所を

通じ、制度･各種プログラムの策定、パイロット事業の

実施（最長 2 年間の資金援助）及び地方公共団体の指導

･監督･支援を行っている。また同省は、災害時の復興支

援業務を担っており、災害時の女性、子供、老人、障害

者等の社会的弱者への対応も実施している。

（2）高齢者福祉施策

2004年 2 月に制定された高齢者法により、60歳以上の

高齢者全てに対し、公共交通機関、宿泊施設、医薬品等

の 2 割引、税控除、無料医療サービスなどが実施されて

いる。また、各市町に我が国の高齢者福祉センターに相

当する高齢者センターの設置が進められているほか、身

寄りのない高齢者等のための入所施設（無料）が設置さ

れている。

（3）障害者福祉施策

2010年の国勢調査によれば、フィリピン障害者人口は

全人口の1.07％となっているが、実際はそれ以上と言わ

れている。WHOの推計では 5 ～10％であり、そのうち

3 分の 2 が地方に居住している。障害者の権利は、1992

年公布の共和国法7277号（通称「障害者のマグナカルタ」）

や1984年発効のBatas Pambansa Bilang 344（通称、

「アクセス法」）によって保障されている。

（4）児童福祉施策

イ　児童保育・教育

法律により、全てのバランガイは、両親が働いており、

かつ、祖父母や親戚が世話をすることができない就学前

（ 6 歳未満）の児童に対する保育施設（day care center）

を設けることとされており、このため、地方自治体が必

要な補助を行うこととしている。また、労働法により、

女性が働いている職場には保育施設を設けることが求め

られている。

また、6 歳児未満を対象としたECCD（Early childhood 

care and development）が、保健省、教育省、社会

福祉開発省の 3 省庁によって進められており、特に貧困
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層にある児童の保育と初等教育への橋渡し13を目指して

いる。2011年の時点で66,605のECCD施設があり、263

万人の児童が入所している14。

ロ　児童保護

家族関係の問題や病気、極度の貧困状態などが原因で

両親が児童を扶養することが不可能又は不適切な場合

に、その児童を両親に代わって扶養するため養子制度、

里親制度、法的後見人制度等の制度が整備されており、

里親による大家族的扶養サービス、施設保護等が行われ

ている。里親による大家族的扶養サービスは、養子、里

親、法的後見人による扶養に先立つ準備として行われる。

施設保護は、社会福祉開発省の定める基準の下、NGO

が運営する施設で行われる保護事業であり、棄児、孤児、

ストリートチルドレン等の保護施設、虐待、性的虐待な

どを受けた少女の保護施設等がある。

（5）条件付き現金給付（CCT）

社会福祉開発省は、貧困削減に向けた包括的な支援に

取り組むために、子供の就学や妊婦の保健検診を条件に、

定額の手当てを貧困世帯向けに給付する、条件付き現金

給付（Conditional Cash Transfer：CCT）を実施し

ている。貧困の世代間連鎖を断ち切ることも目的の一つ

とされており、2014年時点で 5 年にわたり 2 ヶ月毎、毎

月世帯あたり500ペソから1400ペソまでの現金交付を受

けられる。

事業は全国79の州1270市町村と138の主要都市をカ

バーしており、対象となる世帯は貧困削減のための国民

の家計ターゲティングシステム（NHTS-PR）を介して、

520万の貧困世帯15のデータベースから、妊婦や 0 から

14歳の子どもを持つ世帯が選択される。世界銀行、アジ

ア開発銀行、AusAIDの支援を受け実施した事業評価に

よると、学校への出席率の向上、健康増進、妊婦ケアの

向上などが認められている。

５　課題…………………………………………
比健康保険公社（フィルヘルス）の取組により、加入

率は大幅に向上しているものの、経済的リスクの保護と

いう観点からは、現在の健康保険給付は決して十分とは

言えない現状がある。2011年データでは53％16と患者の

自己負担が大きい理由としては、健康保険給付の対象と

なる医療行為や疾患が限られていること、健康保険給付

額が少なく、それを超える部分の差額請求の規制も部分

的にしか存在しないことが課題として挙げられている。

資料出所

⿟国 家 統 計 調 整 委 員 会（National Statistical 

Coordination Board （NSCB））

http://www.nscb.gov.ph/

⿟2014 Philippine Statistical Yearbook

⿟厚生労働省「平成25年厚生労働省人口動態調査」

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/

jinkou/kakutei13/index.html

　　　
■13）	 教育制度は小学校（ 6 年）、中学校（ 4 年）高校（ 2 年）に加え、 6 歳児を対象とした初等教育（ 1 年）がある。
■14）	 東南アジア教育省機構教育技術センター（SEAMEO INNOTECH）「Quality Assurance in Early childhood care and development in SEA」

による。
■15）	 社会福祉省：2013年資料より
■16）	 National Statistics Coordination Board


